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令和３年９月３０日現在 

 

人口     １３６，１４１人 

世帯数    ６４，１１８世帯 

面積     １３８．９０㎢ 



皆さんに納めていただいた市民税・固定資産税をはじめ、国や県からの支出金、市債などがどのよ

うに使われたかをお知らせするため、市では条例に基づき年２回、５月と１１月に財政事情の公表を

行っています。 

今回は、令和２年度の決算の概要と令和３年度上半期（４月１日から９月３０日まで）の予算の執

行状況についてお知らせします。 

（令和３年９月３０日現在） 
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歳 入
50,139,491

(単位:千円)

令和３年度一般会計予算の状況

<市 税>
19,515,939(38.9%)
市民税･固定資産税･
都市計画税･市たば
こ税など

<地方交付税>
3,131,174 (6.3%)
地方自治体の財源
確保や地域間格差
をなくすために財
政力に応じて国か
ら交付されるお金

<国庫支出金>
10,428,025(20.8％)
特定の事業に対して

国から交付されるお金

<地方消費税交付金>
2,966,000 (5.9％)   

地方消費税の一部が
県から交付されるもの

<県支出金>
3,641,259 (7.3％)
特定の事業に対して

県から交付されるお金

<繰越金>
985,340 (2.1%)

昨年度内に完了できな
かったために繰り越さ
れた事業費など

<その他>
2,810,732(5.5％)

繰入金・地方譲与税・
地方特例交付金など

<教育費>

4,614,776(9.2％)

教育・文化の振興

などに必要なお金

<民生費>
20,194,347(40.3％)
主に福祉関係に
必要なお金

<公債費>
3,464,291 (6.9％)
市債の返済に必要
なお金

<衛生費>
5,751,070(11.5％)
ごみ対策や保健
衛生などに
必要なお金

<総務費>

6,278,508(12.5％)

市役所の管理事務や

企画調整などに

必要なお金

<土木費>

5,876,371 (11.6％)

道路・橋・公園の
整備などに必

要なお金

<農林水産業費>
809,946(1.6％)

農林水産業の振興
に必要なお金

<消防費>
1,634,112(3.3％)

消防行政に必要なお金

<商工費>
937,561 (1.9％)

商工業の振興や観光事
業などに必要なお金

<その他>
578,509 (1.2％)

議会費･災害復旧費・
予備費・労働費

令和３年度の当初予算額は、４７２億３，７００万円でしたが、補正と事業繰越により、２９億２４９万円を加えた
９月補正予算成立後の予算現額は、５０１億３，９４９万円になりました。

<市 債>
4,163,700 (8.3%)
市が国や銀行から長
期に借りるお金

<使用料及び手数料>
919,237 (1.8%)

公共施設の使用料・
印鑑証明の手数料など<諸収入>

1,578,085 (3.1%)
貸付金元利収入、給食費、
その他雑多なお金

歳 出
50,139,491

(単位:千円)
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その他

使用料及び手数料

繰越金

諸収入

地方消費税交付金

地方交付税

県支出金

市債

国庫支出金

市税

予算現額 50,139,491千円

収入済額 21,752,806千円

収入割合 43.4％

(単位:億円）
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その他

農林水産業費

商工費

消防費

公債費

教育費

衛生費

土木費

総務費

民生費

(単位:億円)

予算現額 50,139,491千円

支出済額 19,293,512千円

支出割合 38.5％

令和３年度一般会計予算の執行状況

２



会 計 名 区  分 予算現額 収支済額 収支割合(％)

歳  入 5,278,468 43.3

歳  出 4,780,594 39.2

歳  入 668,870 39.2

歳  出 380,688 22.3

歳  入 4,401,443 41.1

歳  出 4,326,935 40.4

歳  入 21,678 27.6

歳  出 34,138 43.4

※

会 計 名 区  分 予算現額 収支済額 収支割合(％)

収益的収入 4,398,236 380,189 8.6

収益的支出 3,880,576 419,952 10.8

資本的収入 959,402 286,360 29.8

資本的支出 3,060,002 1,120,538 36.6

※ 収入額が支出額に対し不足する額は、内部留保資金で補てんします。

(単位:千円)

下 水 道 事 業

一般会計の歳計現金から公設地方卸売市場特別会計に12,460千円の一時資金を充て、
収支の不足額を補っています。

10,721,048

令和３年度特別会計予算の執行状況

　特別会計は、特定の事業を行う場合や特定の歳入を特定の歳出に充てる場合に、
一般会計とは別に経理する必要がある会計です。

(単位:千円)

78,592

12,183,092国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療 1,704,605

介 護 保 険

公 設 地 方 卸 売 市 場

３



 

●一時借入金の状況

一般会計及び各特別会計の一時借入金はありません｡

●市有財産の状況

積 立 金 千円 土 地 ㎡

建 物 ㎡ 車 両 台

9,032,836

325,437

3,146,714

216

４



臨時財政対策債

19,938,840 

62.8%

教育債

6,574,623 

20.7%

土木債

1,972,841 

6.2%

総務債

769,538 

2.4%

衛生債

725,333 

2.3%

消防債

688,842 

2.2%

民生債

410,986 

1.3%

市民税等減税補

てん債

211,592 

0.7%

その他

430,720 

1.4%

借入現在高
31,723,315
(単位:千円)

市 債 の 状 況
（令和3年9月30日現在）

一 般 会 計

市で行う各種事業は､納めていただいた税金や、国や県からの補助金など、その年度の収入で賄われています。しかし､事業の効果が後

年度に及ぶものについては、後年度に利用していただく市民のみなさんにもその負担をしていただくことが､税負担の公平につながるこ

とから､将来の財政負担を十分考慮しつつ国や銀行などから長期で返済する資金(市債)を借りて、経費の一部に充てています。

公共下水道事業

債

20,753,412 

100.0%

借入現在高
20,753,412
(単位:千円)

特 別 会 計

５



※基礎となる人口･世帯数（住民基本台帳に基づく人口及び世帯数）

136,141 人

64,118 世帯数

市民１人当たりの負担額（円） １世帯当たりの負担額（円）

〇 市民税 65,044 〇 市民税 138,106

〇 固定資産税 57,389 〇 固定資産税 121,853

〇 都市計画税 10,107 〇 都市計画税 21,460

〇 市たばこ税 7,844 〇 市たばこ税 16,655

〇 軽自動車税 2,738 〇 軽自動車税 5,813

〇 入湯税 229 〇 入湯税 488

計 143,351 計 304,375

市民１人に使われる予算額（円） １世帯に使われる予算額（円）

〇 民生費 148,334 〇 民生費 314,956

〇 総務費 46,118 〇 総務費 97,921

〇 土木費 43,163 〇 土木費 91,649

〇 衛生費 42,244 〇 衛生費 89,695

〇 教育費 33,896 〇 教育費 71,973

〇 公債費 25,447 〇 公債費 54,030

〇 消防費 12,003 〇 消防費 25,486

〇 商工費 6,887 〇 商工費 14,623

〇 農林水産業費 5,949 〇 農林水産業費 12,632

〇 その他 4,250 〇 その他 9,023

計 368,291 計 781,988

【市税の負担状況と使われる予算額】

６
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令和２年度一般会計決算の概要 

 

● 歳入 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策に係る国庫支出金の影響が大きく、  

主なもので特別定額給付金給付事業費補助金が１３５億４７２０万円、新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金が１２億８６８３万円、それぞれ皆増となったこと

で国庫支出金全体では１５４億２２１９万円の増収となりました。 

また、定住人口の増加などに伴い、市税収入のうち個人市民税が前年度比２億５０４

６万円、固定資産税が２億１３３０万円の増収になったことにより、市税全体では２億

４３６２万円の増収となりました。 

その他の増減として、県支出金は１０億１９０６万円、地方消費税交付金は５億１１

７２万円の増収となる一方、市債は８億７９４０万円、地方交付税は３億１５７９万円

の減収となりました。 

この結果、歳入の決算額は、前年度比１５５億８６２７万円、３２．３％増の６３８

億５６２３万円となりました。 

● 歳出 

歳出については、令和元年度から４か年の市政運営の道標としてスタートした第２次

基本計画に則り、オーガニックなまちづくりのステップアップを図り、持続可能なまち

づくりを推進するための施策に取り組みました。 

主な内容としては、防災行政無線のデジタル化整備や消防及び救急車両の整備などに

より、防災・消防体制の充実に取り組んだほか、待機児童の解消に向け、民間保育園の

施設整備支援や市立保育園の保育士確保による子育て支援の充実、小中学校ＧＩＧＡス

クールに係る整備による学校教育の充実、生活環境の充実を図るため、近隣３市との共

同による広域廃棄物処理施設の建設に向け事業契約締結など、基本構想に定めるまちづ

くりの基本方向に従い各種事業に取り組みました。さらに、新型コロナウイルス感染症

対策として、特別定額給付金給付事業などに取り組みました。 

この結果、歳出の決算額は、前年度比１５７億３７８１万円、３４．２％増の６１８

億２０５９万円となりました｡ 
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● 収支の差し引き額 

令和３年度に繰り越した事業を除く実質収支額は、１３億５０３０万円の黒字となり

ました（実質収支額のうち、１０億５０３０万円は財政調整基金へ積み立てました｡）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(単位：千円)

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

63,856,229 61,820,590 2,035,639

国民健康保険 12,483,716 12,274,966 208,750

後期高齢者医療 1,637,818 1,636,684 1,134

介護保険 10,322,942 10,141,475 181,467

公設地方卸売市場 63,977 63,976 1

(単位：千円)

区分 決算額 差引額

収益的収入 4,327,365

収益的支出 3,891,029

資本的収入 938,166

資本的支出 2,327,889

令和２年度会計別決算の状況

436,336

特
別
会
計

※下水道事業は令和２年度より公営企業会計へ移行しました。
※収入額が支出額に対し不足する額は内部留保資金で補てんしました。

会計名

会計名

一般会計

下水道事業

特
別
会
計 △ 1,389,723

９



決算額 構成比 決算額 構成比

1 市税 20,604,398 32.3 1 議会費 302,434 0.5

2 地方譲与税 462,291 0.7 2 総務費 5,386,426 8.7

3 利子割交付金 15,245 0.0 3 民生費 19,432,131 31.4

4 配当割交付金 91,422 0.1 4 衛生費 5,565,681 9.0

5 株式等譲渡所得割交付金 111,595 0.2 5 労働費 487 0.0

6 法人事業税交付金 118,034 0.2 6 農林水産業費 1,207,520 2.0

7 地方消費税交付金 2,915,885 4.6 7 商工費 14,533,549 23.5

8 ゴルフ場利用税交付金 57,106 0.1 8 土木費 4,868,752 7.9

9 自動車取得税交付金 11 0.0 9 消防費 1,761,118 2.8

10 環境性能割交付金 48,443 0.1 10 教育費 5,253,969 8.5

11
国有提供施設等所在市町
村助成交付金

167,000 0.3 11 災害復旧費 186,385 0.3

12 地方特例交付金 176,307 0.3 12 公債費 3,322,138 5.4

13 地方交付税 2,602,332 4.1

14 交通安全対策特別交付金 21,548 0.0

15 分担金及び負担金 261,296 0.4

16 使用料及び手数料 920,578 1.4

17 国庫支出金 24,062,507 37.7

18 県支出金 4,162,871 6.5

19 財産収入 98,826 0.1

20 寄附金 121,570 0.2

21 繰入金 1,578,830 2.5

22 繰越金 957,883 1.5

23 諸収入 1,339,651 2.1

24 市債 2,960,600 4.6

63,856,229 100.0 61,820,590 100.0合          計 合          計

令和２年度一般会計科目別決算の状況

(単位：千円)

科          目科          目

歳                 入 歳                 出
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19,432,131 

14,533,549 

5,565,681 

5,386,426 

5,253,969 

4,868,752 

3,322,138 

1,761,118 

1,207,520 

489,306 

17,766,176 

728,374 

4,869,321 

5,856,259 

5,078,722 

4,452,172 

3,119,147 

2,987,365 

655,523 

569,722 

0 5,000,000 10,000,000 15,000,000 20,000,000 25,000,000

民生費

商工費

衛生費

総務費

教育費

土木費

公債費

消防費

農林水産業費

その他

一般会計歳出科目別決算の前年度比較

令和元年度

令和２年度

単位：千円



12 

木更津市の令和２年度決算を家計簿に例えると････ 

 市の一般会計決算を、家計簿のイメージに置き換えてみました｡ 

 市の財政と一般家庭の家計では内容が違うので単純に比較はできませんが、市の決算をより身近

に感じていただけるように作成しましたのでご覧ください｡ 

サラリーマンＡさん一家の 1ヶ月の家計簿 (金額は、決算額を１０万分の１にしたものです｡) 

（単位：円） 

収      入 予算上の項目 ２年度 

1 Ａさんの給料 市税 206,040 

2 奥さんのパート収入 使用料･手数料など 12,810 

3 親からの援助 地方交付税、国･県支出金など 350,120 

4 預金の引き出し 繰入金 15,790 

5 金融機関からの借り入れ 市債 29,610 

6 前月からの繰越金 繰越金 9,580 

7 雑収入 寄附金･諸収入 14,610 

合           計   638,560 

 

支      出 予算上の項目 ２年度 

1 食費 人件費  83,450 

2 医療費 扶助費 124,720 

3 ローンの返済 公債費 33,220 

義務的な支出の合計(1～3)   241,390 

4 家具･日用品の購入や光熱水費 物件費 87,050 

5 家の修理・庭の手入れ 維持補修費 4,450 

6 自治会やサークルの会費 補助費等 181,860 

経常的な支出の合計(1～6)   514,750 

7 預金 積立金 2,550 

8 親戚・知人への貸付け 投資及び出資金･貸付金 4,590 

9 子どもへの仕送り 繰出金 39,660 

10 家の増改築 普通建設事業費･災害復旧事業費 56,660 

合     計(1～10)   618,210 

家計簿から市の財政状況を見ると、給料（市税）とパート収入（使用料･手数料など）だけで、食

費（人件費）、医療費（扶助費）、ローンの返済（公債費）など、いわゆる義務的な経費を賄うこと

ができず、親からの援助金（地方交付税など）に頼り、家具・日用品の購入や光熱水費（経常的な

経費）を支払っている状況です｡ 

このような状況のなか、家の増改築（学校の改修など）には、貯金の取崩し（基金繰入れ）、借入

れ（市債）をして家計を維持しました｡ 

市では、経営的視点で、限られた財源の重点的・効率的配分を行い、各種事業を実施しています｡ 



13 

令和２年度と平成２３年度の家計簿を比較してみると････ 

 

市の一般会計決算の家計簿について、現在と１０年前を比較してみましょう。 

家計簿の比較にあたって、まずは人口の変化を確認しておく必要があります。 

平成２３年度から令和２年度までの１０年間の変化が下図のようになっています。 

 

 

【人口の変化】  

（住民基本台帳による人口となりますが、平成２５年以降は、住民基本台帳法の改正を受け、外

国人住民が含まれています。）  

 
毎年増加傾向が続いていて、平成２３年度の約１２万９千人から令和２年度は約１３万５千人と

およそ６千人増加しているのがわかります。 

 

 

【年齢構成比率の変化】 

  

平成２３年度と令和２年度の年齢構成を比較すると、０歳から１４歳の比率はほとんど変わらな

いものの、１５歳から６４歳の比率が減少し、６５歳以上の比率が増加していることがわかります。

木更津市の人口は増加を続けていますが、年齢構成においては、高齢者人口の割合が増えているの

です。 
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【収入】 

 

 収入の状況を見てみると、全体的に増えていることがわかります。中でも、給料や援助金が大幅

に増えています。これは、人口増加等による市税収入の増収や国の補助金による増収が反映されて

いるものです。特に令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策費の関係で国からの補助金が例

年と比較し、大幅に増加しました。 

 

【支出】 

 

 支出の状況を見てみると、自治会費が大幅な増加となっており、医療費と日用品・光熱水費も増

加しています。これは、人件費や公債費は抑えている一方で、新型コロナウイルス感染症対策費の

関係で補助費等が大幅に増加となったものです。そして、生活保護や介護給付、子ども医療費など

少子高齢化に対応した扶助費が増加しており、さらに業務効率化のための委託事業や施設の維持経

費である物件費が増加しているものと見てとれます。人口増加の影響等により、多岐にわたる費用

が増加傾向であるため、事業の必要性を見直し、歳入に見合う支出となるよう、事業実施に創意工

夫を凝らしていく必要があります。 
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令和２年度決算に基づく財政健全化法に係る財政健全化判断比率及び公

営企業の資金不足比率 

 

○ 財政健全化判断比率（４つの財政指標）について 

⑴ 実質赤字比率 

一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すものです。 

⑵ 連結実質赤字比率 

一般会計のほか公営企業会計を含むすべての会計の赤字や黒字を合算し、地方

公共団体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の

深刻度を示すものです。 

⑶ 実質公債費比率 

借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を

示すものです。 

⑷ 将来負担比率 

地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来払っていく可能性のある負

担等について、現時点での程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いか

どうかを示すものです。 

 

【財政健全化判断比率（４つの財政指標）の算定結果】 （単位：％） 

 国の定めた基準 

（２段階で危険度を定める） 本市の算定結果 

早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 11.98 20.00 －（赤字はない） 

連結実質赤字比率 16.98 30.00 －（赤字はない） 

実質公債費比率 25.0 35.0 3.5 

将来負担比率 350.0    －   11.5 

 

算定された指標が国で定めた基準を上回ると、財政運営状況が危険な状態と判断さ

れますが、本市ではどの指標についても基準値以内となっています。 

しかし、指標が基準値を下回っているといっても、指標の算定にあたっては、少子

高齢化社会の中で益々増大する社会保障費や今後本市の財政負担を大きく伴い、かつ

必ず行わなければならない公共性の高い事業、例えば廃棄物処理施設などの整備費用

が含まれていないことを考慮すると、財政的に決してゆとりがあるわけではありませ

ん。 

 

 

 

 

 

 



16 

○ 公営企業の資金不足比率について 

公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指

標化し、経営状況の深刻度を示すものです。 

【公営企業の資金不足比率の算定結果】 （単位：％） 

公営企業会計の名称 
経営健全化基準 

（国の定めた基準） 
本市の算定結果 

公共下水道事業特別会計 20.0 －（資金不足額はない） 

公設地方卸売市場特別会計 20.0 －（資金不足額はない） 

※資金不足比率がないのは、一般会計からの繰入れで対応しているためです。 


